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行研究をサーベイすることで、その特徴を析出し、つぎに、DSGE の課題を探っていく。

合わせて、最新の誘導系時系列モデルを利用した長期効果の実証研究にも敷衍し、構造ア

プローチである DSGEモデルとの比較を行う。 
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Challenges in DSGE Model Development:  

Focusing on the Measurement of Long-Term Effects of Economic Policy 
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Abstract 

 
DSGE (Dynamic Stochastic General Equilibrium) models are primarily used by institutions con-

ducting macroeconomic policy research and implementation, such as central banks and fiscal author-

ities, with the main purposes of quantitatively measuring the effects of short- to medium-term mon-

etary and fiscal policies and analyzing the contributions to business cycle fluctuations. This paper 

explores the challenges associated with DSGE models in the context of long-term analysis. First, it 

surveys previous macroeconomic studies focusing on long-term analysis to extract key characteris-

tics. Then, it examines the limitations of DSGE models in this context. Additionally, the paper ex-

tends the discussion to empirical research on long-term effects using the latest reduced-form time 

series models and compares these models with the structural approach of DSGE models. 
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１．はじめに 

本特集号の寺本（2025）論文ならびに川本他（2025）論文では、DSGE（動学一般均衡: 

Dynamic Stochastic General Equilibrium）モデルという構造アプローチから 10 年以上にわた

る長期の政策シミュレーションを考察している。そもそも DSGEモデルは、ニューケイン

ジアンモデルともよばれ、２年～８年程度の短中期を対象とする景気循環の要因分析や金

融・財政政策の定量的効果の測定に威力を発揮することで、2000 年代以降、FRB や欧州中

央銀行等の先進国の政策策定機関に盛んに利用されてきたし、欧米の先進的マクロ経済学

者の多くもこの分野研究に勤しんできた経緯がある。 

 しかし、経済変動を引き起こす要因の中には、短期や中期の景気循環的な要因ばかりで

なく、10 年以上の長期間持続する経済成長を引き起こす技術革新・技術進歩や人口動態も

無視できない大きさが含まれているに違いない。さらに、景気循環的要因と経済成長的要

因はそれぞれ独立に変動しているのではなく、お互いが複雑に絡まりあって変動している

かもしれない。寺本（2025）論文ならびに川本他（2025）論文が引用している Comin and 

Gertler（2006）や Anzoategui et al.（2019）の研究は、そのような研究動機から、DSGEモデ

ルに経済成長モデルを組み込んだモデルである。この種の DSGEモデルを、本稿では「内

生的経済成長を持つ新しい定量 DSGEモデル」と呼ぶことにしよう。 

 このように内生的経済成長を持つ新しい定量 DSGEモデルは、上に挙げた複雑な構造を

持つ上に、対象期間も中期の景気変動（サイクル成分）と長期と経済成長（トレンド成分）

いう２種の時系列データの両方を同時に対象とすることになる。従来の DSGEモデルの分

析ならば、デトレンド（経済成長要因を除外）したデータを対象とし、景気循環的要因の

みを考慮したモデル設定にすればよかったのである。このような理由で、内生的経済成長

を持つ定量 DSGE モデルが抱え込んでいる学問的課題が容易でないことが明白であろう。 

 本稿は、先に挙げた寺本（2025）論文ならびに川本他（2025）論文が採用している内生

的経済成長を持つ定量 DSGEモデルの学問的課題を考察していく。その為に、まず、長期

分析を対象とするマクロ経済モデルの先行研究のサーベイを通して、経済成長をもたらす

要因として何が焦点となっているかを析出する。先に結果を述べることになるが、技術進

歩以外の長期にわたる経済変動要因には、人口動態、特に少子高齢化による労働人口の減

少や、スタートアップ企業の市場参入率の低下や既存企業の規模拡大化、さらに労働の自

動化（オートメーション）による労働-資本比率の下落も検討しなければならないであろう。 

 また、近年、時系列と横断面の両面でのデータベースの拡大化・充実化ならびに機械学

習や因果推論という最新の統計学的手法の導入により、従来では計測できなかった経済政

策の長期効果の測定に関する実証研究が登場してきた。本稿の後半では、これらの実証研

究のサーベイを行う。 

 以上の考察を通して、寺本（2025）論文ならびに川本他（2025）論文が採用している内

生的成長経済をもつ新しい定量 DSGEモデルを大局的に眺める鳥観図を目指している。も
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し、本稿がその目的の一助となれば幸いである。 

 本稿の構成は以下のとおりである。次節では DSGEモデルの基本的枠組みを扱う。３節

では長期分析を対象としたマクロ経済モデルのサーベイとDSGEモデルが期待される拡張

性の方向を考察する。４節は最新の時系列モデルによる金融政策と財政政策のサーベイに

充て、５節は結語である。 

 

２．DSGEモデルの基本的枠組み 

そもそも DSGEモデルは、2000年代初頭に、新古典派（ネオ・クラシカル）アプローチ

とされる RBC（実物的ビジネス・サイクル）モデルに、ニューケインジアンモデルと総称

される価格や賃金の硬直性、投資などの逓増型調整コストなどの経済学的摩擦（フリクシ

ョン）を導入することで、景気循環の要因分析や金融・財政政策の定量的効果の測定に威

力を発揮してきたマクロ経済学モデルである。また、依然は、日本における評者からは RBC

（実物的ビジネス・サイクル）モデルが設定する実物的技術ショックのみで景気変動を説

明することに多くの不満が寄せられていたが、この RBCモデルの要諦は、経済主体（エー

ジェント）が「合理的期待仮説」に基づいて行動するという点であり、換言すると「フォ

ワードルッキング（先見的）」と呼ばれたモデル構成になっている点である。つまり、経済

主体は、将来に起きそうな経済的イベントを予め想定して、その時期と大きさを起点とし

て現時点の消費や投資などの経済行動を決定するという仮説である。他方で、それ以前の

マクロ経済モデルは、ノーベル経済学賞を受賞したクラインやティンバーゲンが提唱した

大規模な連立方程式で組み立てられたモデルであり、その説明変数はすでに実現した先決

変数から構成されている。こちらはバックワードルッキングモデルと呼ばれている。 

 2000年代以降、中央銀行等の政策シンクタンクは、政策シミュレーションの手法をバッ

クワードルッキングモデルからフォワードルッキングモデルへ転換を図った。その立役者

がニューケインジアンモデルである DSGEモデルである。各国の中央銀行は、競うように

多くの種類の DSGEモデルを開発していった。しかしながら、上で述べたように、これら

の DSGE モデルの分析対象は、２年から８年程度の期間である景気循環（サイクル成分）

を対象としていて、この種のモデルでは経済成長となる因子（トレンド成分）は外生的に

設定されていた。 

 また、これらの DSGEモデルのもう一つの大きな特徴は、家計や企業の設定はそれぞれ

無限期間の生存する（つまり不死身である）「代表的個人」（１タイプのみのエージェント）

と仮定しており、これらのエージェント間では平等もしくは労働生産性の異質性や所得・

資産格差が存在しない（金融市場が完備）という強い仮定を措いている点である。この理

由として、マクロ経済モデルの対象はあくまで集計された経済主体であり、その代表的個

人の動学的な時系列変化が研究や分析の関心の中心であったからだと思われる。しかし、

近年の数値計算による研究では、「代表的個人」の仮定を緩めて、家計の労働生産性の異質
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性の仮定を導入すると、この異質性が経済変動に大きく影響することが指摘されている。 

 DSGE モデルの最初の特徴である「合理的期待仮説」あるいは「フォワードルッキング

（先見的）」に戻ることにしよう。近年、心理学の特徴を経済学に導入した「行動経済学」

も大きな研究課題になっているのは周知のとおりである。マクロ経済学においても「行動

経済学」でのモデル設定を導入しようという気運が高まっている。合理的期待の仮定を緩

めた「限定合理性」というモデル設定である。その具体例が、経済主体はMyopia（近視眼

的）に行動するという仮説設定である。たとえば、ゼロ金利下でのフォワードガイダンス 

（時間軸政策）という金融政策の実際の効果は、合理的期待を仮定した理論的計算結果と比

して過少となることが知られている。（これを「フォワードガイダンス・パズル」と呼ぶ）

このパズルは経済主体が近視眼的な限定合理性でしめすことができる。また、同様に、こ

のパズルは家計の労働生産性の異質性によっても示すことができる。 

 以上のように、DSGE モデルでは「代表的個人」という集計化された平均的な経済主体

が「合理的期待」に基づいて経済行動を決定するという仮定に基づいている。マクロ経済

学で「合理的期待」をもつ「代表的個人」の設定が採用されている理由は、短期における

マクロ経済の変動には大きな影響を及さないだろうと軽視されていたためであろう。しか

し、次節で見るように、マクロ経済において経済成長というトレンド成分をとらえる場合、

これらのモデル設定が足かせになっているようである。 

 

３．長期マクロ経済モデルへの拡張の方向性 

１節で述べた Comin and Gertler（2006）や Anzoategui et al.（2019）の DSGEモデルは、

景気循環の変動の内生化と併行して経済成長の変動の内生化を試みた経済モデルである。

これは Romer 型の内生的経済成長理論モデルを組み込んだ DSGEモデル、「内生的経済成

長を持つ新しい定量 DSGEモデル」であり、寺本（2025）論文ならびに川本他（2025）論

文が採用している。 

本節では、Romer型の内生的経済成長理論モデル以外の長期変動モデルの拡張の方向性

を探るため、長期分析を主眼としたマクロ経済モデルの実証研究の紹介とその研究が論点

としている４つの長期変動要因を考察していくことにする。つまり、(1)労働人口減少によ

る資本蓄積の減少、(2)企業の高齢化による TFP の下落、(3)労働の自動（オートメーショ

ン）化、(4)最低賃金上昇や所得税額控除などの制度的要因による労働需要の長期的変動で

ある。長期の経済変動要因は他にも様々あるであろうが、後に見るように、これら４つの

因子は先進国が共通に抱えている労働人口の急速な減少がその背景にある。 

 

3.1 労働人口減少による資本蓄積の減少 
まず一つ目に紹介する長期のマクロ経済モデルとして、「重複世代（OLG: over-lapping 

generation）モデル」を挙げることができる。この経済モデルでは、現行の人口動態（人口
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ピラミッドとその推移）のもとで年金制度や社会保障制度が持続可能か、更にどのような

税制度・社会保障制度が社会厚生の観点で望ましく実現可能であるのか、数値計算を用い

て分析できる。この経済モデルでは、「代表的個人」の設定を緩和し、たとえば生存期間は

100 歳までという仮定のもと、実際の人口動態に即し各年の出生数や死去数から算出され

た労働人口や現実の実質金利や税制で算出された資本蓄積を使うことで、供給サイドとな

る「コブ=ダグラス型生産関数」から国民所得を計算する。さらに、各家計・労働者は労働

生産性の異質性をもつことで所得・資産格差が発生する（金融市場が不完備）というより

現実的な設定が可能となっている。また、短期的な需要変動の分析は得意とはしないもの

の、経済成長での要因となる人口変動の定量的な分析は得意ある。特に先進国では人口統

計が年齢別・性別・学歴別などの詳細なカテゴリ-に分類されていることから、人口変動の

複雑かつ精緻な設定に基づく長期シミュレーションが可能である。また、この分野の日本

の研究者による貢献も大きいと思われる。 

   
図１: 人口動態と性別・学歴別・年齢別の労働所得 
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ここで紹介する事例は、McGrattan and Prescott（2017）が米国経済で採用したモデルを日

本に応用した Iiboshi and Ozaki（2022）である。前頁に示した２つの図は Iiboshi and Ozaki

（2022）から借用したものである。図１の左側のグラフは 2015年時点の日本の人口ピラミ

ッド（実線）と 2065年のそれ（点線）である。60歳代と 40歳代が団塊世代とそのジュニ

ア世代であり、50年後にはすっかり平坦になっている。図１の右側のグラフは、2015年で

の男女学歴別年齢別の労働所得である。これらの人口動態と実際の所得税・社会保障制度

から日本の今後の 50 年間の経済成長率とその寄与度を求めたのが図２である。この図２

では 2025年直近の経済成長率はマイナス 1.5 パーセントと示されている、その下落要因は

人口減（pop）がマイナス 0.5%程度である一方で、それより大きい寄与度は高齢化に伴う

預金の取り崩しによって生ずる資本蓄積の減少である。図２の凡例にあるように KT1 と

KI1はそれぞれ法人企業の有形・無形資本であり、KT2と KI2はそれぞれ自営業の有形・

無形資本である。これら４つの因子は 2045年まで減少し続けるようである。 

 
3.2  企業の高齢化による TFPの下落 
２つ目のモデルは、企業の異質性に注目したヘテロエージェントモデルである。上では

家計が有限期間で生存すること見たが、企業も有限期間で存在する上に、家計より一層の

多様性を有する。つまり、企業が行う生産やサービスは多様であり、企業が雇用する労働

者数や企業規模の分布は家計の所得分布より大きくなることは想像が容易であろう。ここ

では Hopenhayn et al.（2022）の研究を紹介する。 

 「失われた 10年」と呼ばれた 90年以降、日本の TFP（全要素生産性）は低迷している

が、これは日本経済に限ったことではなく、最近の欧米などの先進国でも頻繁に観察され

ている事実であるようである。Hopenhayn et al.（2022）では、この米国経済における近年

の生産性の低迷は、同国の労働人口の成長率の低迷が起因しているという興味深い経済仮

説を提言している。つまり、彼らの研究によると、米国における企業の年齢別統計をとっ

たところ、多くの企業群も高齢化していた。この企業の高齢化は、次のような特徴をもた

らした。 

（ⅰ）企業は高齢化すると、企業規模が大きくなる。さらに市場退出率は低下する（企

業の生存確率は高くなる。）。 

（ⅱ）労働人口の構成比では、高齢の大企業への雇用集中が起きている。 

（ⅲ）大企業の退出率下落（大企業の生存確率上昇）が、スタートアップ企業の市場

参入率の下落（新企業の出生率低下）を引き起こしている。 

ここでは、高齢化した企業は生産性が低く、他方で、スタートアップ企業の生産性が高い

ことを示している。つまり、前者は、設備や利用している技術が古いうえに労働比率も高

い一方で、後者は最新の技術による生産性が高く、資本に対して労働比率も低いというこ

とである。このような企業の高齢化が、マクロ経済レベルでの TFPの低迷をもたらしてい

ると Hopenhayn et al.（2022）は指摘している。彼らは、企業のヘテロエージェントモデル
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を使い、この観察された現象を数値計算にて追証している。 

 
3.3  労働の自動（オートメーション）化  
上で述べたように、多くのスタートアップ企業は既存の企業より生産性が高いことが予

想される。既存企業がとる戦略は、労働スキルが高い熟練労働者を多く抱えることで他企

業との差別化を図り生産性を維持する。他方で、スタートアップ企業がとる戦略は、機械

化・自動化を図ることで同業他社との差別化により、生産性の向上を実現している。 

Acemoglu and Restrepo（2018）のモデルでは、技術革新が労働優位のタスク（業種）を自

動化することで、機械優位のタスクに転換するフレームワークを導入して、自動化がどの

ような経済現象を発生させるのかについて理論的に分析している。資本が不変かつ外生的

な技術のケースでは、自動化は雇用と労働分配率を減少させて、賃金も低下させる。しか

し、新しいタスク（業種）の創出は逆の効果をもたらす。資本の長期的レンタル料率が低

いケースでは、全てのタスクが自動化される状態が長期的な均衡状態となる。 

このモデルで労働スキルに異質性を導入した拡張モデルが示したのは、自動化の加速や

新しいタスクの導入により、移行期において労働者間の不平等がさらに拡大し、長期的に

もこの不平等が持続することになる。 

なお、Acemoglu and Restrepo（2018）のフレームワークを日本経済に応用した実証研究に

Adachi et al.（2024）がある。彼らの研究では、Acemoglu and Restrepo（2018）の主張と反し

て、日本経済においては、ロボットの価格下落がもたらすこの導入促進が労働雇用の増加

にもつながり、生産性の向上が図られる結果、労働者側と資本家側の両者がウィンウィン

の関係に導かれることを実証している。また、Acemoglu and Restrepo（2018）のロボット効

果を DSGEモデルに導入した最初の試みに Berg et al.（2018）があり、この DSGEモデル

を日本経済に応用した実証研究には Fueki and Maehashi（2019）や Fueki et al.（2022）があ

る。 

 
3.4  最低賃金上昇や所得税額控除などの制度的要因による長期的労働需要 
近年、日本においても最低賃金の上昇については大きな議論となっている。最低賃金の

上昇効果についての議論は、古くは 2021年にノーベル経済学賞した Card and Krueger（1994, 

2015）により提案された因果推論、すなわち差の差法（Difference in Difference）が、アメリ

カのファーストフード店を対象に、最低賃金の引き上げが、労働経済学の直感を裏切って

雇用の増加につながること示したことに始まる。 

しかしながら、Hurst et al.（2023）がヘテロエージェントタイプのマクロ経済モデルを用

いて、(a)生産要素の短期的に代替弾性が低いケースと(b)長期的に代替弾性が高いケースの

関係に分けて、最低賃金の上昇や所得税額控除（EITC）などの再分配政策が労働市場に与

える影響を評価した。その数値計算の結果では、確かに Card and Krueger（1994, 2015）が

示した通り、短期的には最低賃金の引き上げや EITC の拡大の政策実施により、低賃金労
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働者の生活が改善された。他方で、長期的には小規模な最低賃金の引上げと EITC 拡大は

低賃金労働者の状況を改善するものの、最低賃金の引上げ額が大きい場合は逆に低賃金労

働者に悪影響を及ぼすことが示された。つまり、大幅な最低賃金の引き上げは機械によっ

て代替されることが示された。なお、労働の自動化については上で考察した通りである。

すでに述べたことではあるが Adachi et al.（2024）が日本経済で実証したように、ロボット

導入が雇用にプラスに働くのかマイナスに働くのかは一概にはいえない。 

ここで強調したい点は、短期的経済効果と長期的経済効果が、反対方向に働く可能性が

ある点である。たとえ短期では社会厚生がプラスに働く経済政策であっても、長期で見た

場合、その社会厚生がマイナスになるという落とし穴があるかもしれない。因果推論とい

う統計学的手法だけでなく、経済理論モデルを使った構造アプローチの利点がここにある。 

 

４．最新の時系列分析による長期経済政策効果の推定法 

前節では、構造アプローチを焦点に、様々な長期的なマクロ経済の変動要因についての

研究サーベイを行ってきた。本節では、誘導系と称される時系列分析を利用した長期的分

析の研究についてサーベイしていきたい。というのも、前節の最後に触れたように、因果

推論と構造アプローチのそれぞれの方法論的相違が、研究対象や解釈の相違を生み、した

がって、それぞれがお互いの欠陥を補い合う相補的役割を果たしているのが理解できたと

思う。同様に、時系列分析で算出した定量的な経済政策の長期効果を構造アプローチのも

のと比較することでそれぞれの利点と欠点が明確になるだろう。以下、長期における財政

政策と金融政策の最新研究についてサーベイしていこう。 

 
4.1  財政政策 

Antolin-Diaz and Surico（2024）は、長期ラグを含むベイズ型ベクトル自己回帰モデル

（BVAR）を使い、125 年間にわたるアメリカの四半期データから、財政政策の効果を推定

した。まず、データの構築であるが、彼らは 1890年以降の財政データを主要な公共支出項

目に分解・再構成し、次に、時系列の推定法では景気循環のサイクル成分と長期のトレン

ド成分の２つの成分に分解しそれぞれ別個の動学モデルを導入した。 

彼らの推定結果から、財政支出のうちでも軍事支出に属する公共支出は、まず、これが

研究開発（R&D）に向かうことで、中期的に技術革新と民間投資が促進されて、次に長期

的には TFP などの生産性の上昇を引き起こして国内総生産や民間消費に持続的なプラス

の影響を与えている。つまり、従来の実証研究が算出している悲観的な（短・中期的な）

財政乗数に比して、Antolin-Diaz and Surico（forthcoming）では長期的な観点に立つと軍事

支出は一層大きい財政乗数を生んでいる。また、公共の R&D 支出は、戦争支出に関連しな

い場合でも、景気循環を超えて経済活動を刺激していることを報告している。他方で、公

共投資の効果は短く、公共消費は短期長期に関わらずほとんどの期間で影響は小さいとの
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すでに述べたことではあるが Adachi et al.（2024）が日本経済で実証したように、ロボット

導入が雇用にプラスに働くのかマイナスに働くのかは一概にはいえない。 

ここで強調したい点は、短期的経済効果と長期的経済効果が、反対方向に働く可能性が

ある点である。たとえ短期では社会厚生がプラスに働く経済政策であっても、長期で見た

場合、その社会厚生がマイナスになるという落とし穴があるかもしれない。因果推論とい

う統計学的手法だけでなく、経済理論モデルを使った構造アプローチの利点がここにある。 

 

４．最新の時系列分析による長期経済政策効果の推定法 

前節では、構造アプローチを焦点に、様々な長期的なマクロ経済の変動要因についての

研究サーベイを行ってきた。本節では、誘導系と称される時系列分析を利用した長期的分

析の研究についてサーベイしていきたい。というのも、前節の最後に触れたように、因果

推論と構造アプローチのそれぞれの方法論的相違が、研究対象や解釈の相違を生み、した

がって、それぞれがお互いの欠陥を補い合う相補的役割を果たしているのが理解できたと

思う。同様に、時系列分析で算出した定量的な経済政策の長期効果を構造アプローチのも

のと比較することでそれぞれの利点と欠点が明確になるだろう。以下、長期における財政

政策と金融政策の最新研究についてサーベイしていこう。 

 
4.1  財政政策 

Antolin-Diaz and Surico（2024）は、長期ラグを含むベイズ型ベクトル自己回帰モデル

（BVAR）を使い、125 年間にわたるアメリカの四半期データから、財政政策の効果を推定

した。まず、データの構築であるが、彼らは 1890年以降の財政データを主要な公共支出項

目に分解・再構成し、次に、時系列の推定法では景気循環のサイクル成分と長期のトレン

ド成分の２つの成分に分解しそれぞれ別個の動学モデルを導入した。 

彼らの推定結果から、財政支出のうちでも軍事支出に属する公共支出は、まず、これが

研究開発（R&D）に向かうことで、中期的に技術革新と民間投資が促進されて、次に長期

的には TFP などの生産性の上昇を引き起こして国内総生産や民間消費に持続的なプラス

の影響を与えている。つまり、従来の実証研究が算出している悲観的な（短・中期的な）

財政乗数に比して、Antolin-Diaz and Surico（forthcoming）では長期的な観点に立つと軍事

支出は一層大きい財政乗数を生んでいる。また、公共の R&D 支出は、戦争支出に関連しな

い場合でも、景気循環を超えて経済活動を刺激していることを報告している。他方で、公

共投資の効果は短く、公共消費は短期長期に関わらずほとんどの期間で影響は小さいとの
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ことである。 

4.2  金融政策  
Jordà et al.（2023）は、従来、長期的に中立性を有すると信じられてきた金融政策につい

て、実は長期も短期と同様に実質的な経済効果を有することを実証している。彼らのアプ

ローチの特徴は以下の３点である。(1)国際金融のトリレンマを利用し外因的かつ非体系的

な金融ショックを特定している点。(2)２つの新しい国際歴史的な国際比較データベースを

統合したデータの利用している点。(3)長期的な不整合推定に対して頑健な計量経済学的方

法を採用している点である。 

 彼らの実証研究から、金融政策の長期的効果として、資本ストックと全要素生産性（TFP）

の変動は、労働のそれよりも大きなヒステリシスが示されている。また、金融政策の引き

締めショックではヒステリシス効果が大きく働く一方で、金融政策の緩和ショックではこ

の効果が働かないという非対称性が観察されている。さらに、彼らは最近のいくつかの研

究で使用された代替的な金融ショックに対するインパルス応答の期間を長期まで延長して

も、同様に持続的な実質的効果が見られることを示している。 

 

５．結語 

本稿は、寺本（2025）論文ならびに川本他（2025）論文が採用している内生的経済成長

を持つ新しい定量 DSGEモデルの学問的課題として、その拡張方向について、長期分析を

対象とするマクロ経済モデルの先行研究のサーベイを通して考察してきた。また、近年、

従来では計測できなかった経済政策の長期効果の測定に関する実証研究が登場してきたの

で、このサーベイも行った。このような２つの方向による私の考察を通して、寺本（2025）

論文ならびに川本他（2025）論文が採用している長期経済分析モデルについて、大局的に

眺めた鳥観図からの理解が深められたならば幸いである。 

実証性をともなまった長期経済分析モデルの今後の拡張の方向性について、ここで簡単

にまとめるならば、労働人口分布や企業年齢分布などの家計や企業の経済主体の異質性（ヘ

テロエージェント的因子）の導入や労働の自動化を含めた労働需要の長期的変動因子に加

えて、さらに財政政策や金融政策などの需要喚起的な経済政策が有する長期的な実質経済

への変動効果についても看過できないようである。この長期効果の測定は、現代マクロ経

済学の最先端のトピック・テーマでもあるようだ。 

 最後に、構造アプローチに基づく日本経済分析について付言しておこう。以前は、日本

の経済構造が欧米のものと異なった特殊性が強調され、日本経済の実態に合った独自の経

済モデルを作ることが奨励されていた。しかしながら、本稿のサーベイが示すように、現

在では、マクロ経済モデルは様々な問題意識に基づき実体経済に即したリッチなモデルに

洗練されていることがご理解いただけたように思う。したがって、今後の実用的なマクロ

－ 14 － － 15 －
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経済モデルの開発方法は、日本独自のモデル開発をするよりは、今回みてきたような汎用

的な経済モデルを用いて、家計や企業などの各経済主体に固有な DEEPパラメータの設定

値を変更するなど、同一のモデルによる各国間での政策効果比較をするのが望ましいと思

われる。 
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